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経協・経営法曹会議共催セミナー
経営者・人事労務担当者なら知っておきたい
「LGBTQに関する企業対応」

秋冷の候、ますますご健勝のことと存じます。
　さて、最高裁が、令和５年７月１１日に、生物学的な性別が男性であり性同一性障害である旨の医師の診断を受けている一般職の国家公務員がした職場の女性トイレを自由に使用させること等を求める国家公務員法８６条の規定に基づく行政措置の要求が認められないとした人事院の判定を違法とする判決を出しました。　
　そこで、今回の経営法曹会議との共催セミナーは、森髙 啓喜弁護士を講師に迎え、上記裁判の第１審判決、控訴審判決、最高裁判決を分析しながらLGBTQに関する企業対応で留意すべき点についてわかりやすく解説していただきます。御社のご対応の再確認のためにもぜひご参加ください。

記

開催日　　令和５年１２月６日（水）　午後２時００分から４時００分まで
会　場　　くまもと県民交流館パレア　１０階　会議室８
講　師　　森髙　啓喜 氏　（森髙・吉見法律事務所　弁護士）
会　費　　無　料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

＊11月24日(金)までＦＡＸ・メールでお申し込みください。
切り取り線
熊本県経営者協会（ＦＡＸ　096-359-2806）宛て
jimukyoku@kumamotokeikyo.jp  
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